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【拡充】認知症施策推進事業（「知って安心認知症」-「とうきょう認知症ナビ」の全面リニューアル）

○ 「新しい認知症観」を基本コンセプトにして見直し

○ 「東京都認知症施策推進計画」を踏まえて、

都の認知症施策や各種コンテンツを体系的に整理

○認知症のある当事者・家族のご意見をいただきながら

当事者の視点を反映

○認知症のある人を含む全ての人にわかりやすい、

情報を探しやすいホームページにリニューアル

とうきょう認知症ナビの再構築

○「新しい認知症観」を基本コンセプトにイラストや文言を見直し、最新の情報を反映

○認知症のある当事者・家族のご意見をいただきながら当事者の視点を反映

○アルツハイマー型以外の認知症や若年性認知症等、認知症のある人には様々な状況、

困りごとがあることを説明

○同時期にリニューアルを行う「とうきょう認知症ナビ」と連携

○東京都健康長寿医療センターの協力を受け、検討・リニューアル

「知って安心認知症」のリニューアル 令和７年度予算額：１８，２１６千円

令和７年度予算額：１４，９６０千円
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現行版

リニューアル後のイメージ



【新規】民間団体と連携した認知症家族介護者へのピア相談事業

【概要】
認知症のある人の家族介護者が心理的に孤立
しないように、家族介護の経験がある人が
相談員として対応する電話相談を実施

【開始日】
令和７年９月１日

【相談日時】
毎週 月・木・土曜日（祝日、年末年始を除く）

午前10時00分から午後3時00分まで

【対象】
都内の認知症のあるご家族を介護している方

【相談内容】
認知症のあるご家族の介護で、悩んでいること
や不安なことなど
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令和７年度予算額：１３，０８５千円



東 京 都

地域において認知症サポーターを活用した支援の仕組みづくりを担う
人材を育成し、認知症サポーターの活動を促進

１ チームオレンジ・コーディネーター研修の実施
チームオレンジ※１の立ち上げや運営支援等を行うコーディネーター
やチームリーダー等に対し、チームの運営等に関する研修を実施
※１ 認知症サポーター等が支援チームを作り、認知症のある人や

その家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み

＜講師＞ オレンジ・チューター※２等
                    ※２ 厚生労働省が実施する養成研修の修了者

＜規模＞ 年２回・１６０人程度

２ チームオレンジの設置に取り組む区市町村へのアドバイザー派遣
チームオレンジの立ち上げや活動の支援のため、希望する区市町
村にオレンジ・チューターをアドバイザーとして派遣し、現場訪問や
オンライン相談により助言等を行う。

側
面
的
支
援

チームオレンジ未設置自治体

オレンジ・チューター

①依頼

②調整

③オレンジ・チューターを
アドバイザーとして派遣

④報酬支払

３ キャラバン・メイト養成研修の実施

区市町村や企業等が行う認知症サポーター養成講座の講師となる
「キャラバン・メイト」を養成する研修を実施
＜規模＞ 年５回・４００人程度

４ 認知症サポーターの活動促進に向けた支援
区市町村へのチームオレンジの普及啓発、先進的な取組の紹介等

認知症サポーター活動促進事業
Ｒ７予算額：７，５８９千円
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東京都

「2050東京戦略」 政策目標 及び 「東京都認知症施策推進計画」 指標

➢ 認知症サポーターが地域で活動するための仕組み (＝チームオレンジ) を全区市町村で創出

【目標】 2025（令和７）年度：62区市町村 【実績】 令和６年度末時点：36区市町村

【チームオレンジ三つの基本】
① ステップアップ講座修了及び予定のサポーターでチームが組ま
れている。

② 認知症の人もチームの一員として参加している。
③ 認知症の人と家族の困りごとを早期から継続して支援ができる。

区 市 町 村
チームオレンジの整備・活動促進



＜日本版ＢＰＳＤケアプログラム＞

○ 東京都と(公財)東京都医学総合研究所が協働で開発

○ BPSD（妄想、幻覚、大声などの行動・心理症状）は不安や焦り、恐怖等から生じることも多い

問題行動ではなく、周囲に自身のニーズを伝えるメッセージとしてとらえる

○ ICTを活用して、介護従事者等が認知症のある人の隠れたニーズを発見し、適切に対応できるよう支援

〇 ケアスタッフがチームで話し合い、４ステップを繰り返し継続しながら、認知症ケアの質の向上を図る

〇 アドミニストレーター養成研修（eラーニング240分）及びフォローアップ研修（オンライン研修120分×２回）

※ eラーニングは「認知症チームケア推進加算」の要件である「認知症チームケア推進研修」とみなすことが可

認知症とともに暮らす地域あんしん事業（日本版BPSDケアプログラム） 資料４－５

「2050東京戦略」 政策目標 及び 「東京都認知症施策推進計画」 指標

➢「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」を全区市町村に普及

【目標】2025（令和７）年度：62区市町村 【実績】令和７年9月時点：53区市町村

【事業者からの声】
・客観的に効果を把握できるのがいい
・チーム全員による一貫したケアが本人の
安心につながる

Ｒ７予算額：３２,９２７千円



４ 令和７年度予算額 ２２，１９２千円

認知症サポート医地域連携促進事業【令和７年度拡充】

〇単身高齢者の増加により、主治医がいない方等の地域包括支援センターでの対応が難しい事例が増加
○地域包括支援センターでの対応が難しい状況となる前に、必要な方が適切な支援につながるためには、
日常的に地域包括支援センターと認知症サポート医が連携していることが不可欠

〇地域包括支援センターと連携して活動する認知症サポート医を「とうきょうオレンジドクター」に認定して
おり、今後、さらなる連携促進を図ることが必要

１ 現状

２ 事業内容

３ 事業期間 令和６年度から令和８年度まで

（１）「とうきょうオレンジドクター」の認定・公表等
「とうきょうオレンジドクター」の認定・公表を行うとともに、リーフレットの作成や活動報告会の実施
などの情報発信により活動を促進（R6年度認定者数：114名）

（２）区市町村補助【R7新設】
「とうきょうオレンジドクター」に対し、区市町村が下記の依頼等を行う場合にかかる費用を支援
①研修や講演会、会議等への参加依頼等の日常的な連携
②地域包括支援センターでの対応が難しい場合の医療相談や訪問等の依頼

【補助率】 10／10 【補助基準額】１区市町村あたり１，１８５千円 （規模想定：１５区市町村）

認知症疾患医療センター

とうきょうオレンジドクター

認知症サポート医

連携

連携

かかりつけ医

連携

区市町村（地域包括支援センター）

地域づくり

（研修や講演会、
会議等）

認知症のある方
または

認知症が疑われる
方への支援

連携
(研修、講演会、

会議等)

支援
(対応が難しい場合の
医療相談や訪問等)

連携

連携
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